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（写真）Higgsfields  

“ベネズエラ国会 鉱物法を改定、外国企業の参入促進狙う” 

１．一週間のまとめ（２０２６年４月５日～４月１１日）          

（１） 与党陣営の動き ～鉱物法改定、検事総長任命～          

 

今週の特筆するべき動きは「鉱物法の改定」と「検事総長・人権擁

護官の任命」だろう。 

 

① 鉱物法の改定                          

 

４月９日 ベネズエラ国会は鉱物法の改定案を承認した（「ベネズ

エラ・トゥデイ No.1355」）。米国政府はベネズエラの鉱物産業への

参入に強い関心を示しており、米国の利害を受けて鉱物法改定議論

が急速に進んでいた。 

今週のテーマ 

 

１．一週間のまとめ 

（１） 与党陣営の動き 

～鉱物法改定、検事総長任命～ 

・・・・・・・・・・・・・・ １p 

 

（２） 野党陣営の動き 

～暫定政権による抗議行動抑圧を非難～ 

・・・・・・・・・・・・・・ ３p 

 

（３） 外国の動き 

～国際線の再開相次ぐ～ 

・・・・・・・・・・・・・・ ３p 

 

（４） 今週、来週の主なイベント 

・・・・・・・・・・・・・・ ４p 

 

（５） 債券の元利不払い状況 

・・・・・・・・・・・・・・ ５ｐ 

 

２． ２５年第４四半期 

製造業アンケート調査（生産状況編） 

・・・・・・・・・・・・・・ ６ｐ 

 

３． ２５年第４四半期 

製造業アンケート調査（給料編） 

・・・・・・・・・・・・・・ １２ｐ 

 

 

 

４．ベネズエラ債券・経済指標の増減 

・・・・・・・・・・・・・・ １５p 

 債券指標の動き 

カントリーリスク分析  

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/169b15f861578c7715fa430a583dc540.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/169b15f861578c7715fa430a583dc540.pdf
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オリジナルの法律はまだ公表されていないため、詳細は不明だが、報道による

と今回の改定の主なポイントは以下の通り。 

 

・ 国家公務員およびその親族は、鉱業権の取得や、鉱業権取得を目的とした

協同組合や商業会社への出資・参加を、退職から 5 年間は行えない 

・ 民間および外国企業の参入、紛争解決時の調停・仲裁の導入を認める 

・ 国に対するロイヤルティの支払いは、 最終製品の商業価値に基づき、生

産額の最大１３％と規定。国は支払いを現金あるいは現物で受け取るこ

とが可能 

 

新たな鉱物法について、専門家は懸念点も指摘しており（「ベネズエラ・トゥ

デイ No.1353」）、今回の改定がどれほど外国企業の投資を促進できるのかは現

段階では未知数である。 

 

② 検事総長・人権擁護官の任命                          

 

４月９日 ベネズエラ国会は検事総長および人権擁護官を任命した。 

 

検事総長に任命されたのは Larry Devoe 氏。 

人権擁護官に選ばれたのは Eglée González Lobato 氏。 

 

特に重要なのは、犯罪の起訴・不起訴を判断する検察庁のトップ、検事総長。 

Larry Devoe 氏は、タレク・ウィリアム・サアブ前検事総長の辞任を受けて、

２６年２月から暫定的に検事総長を務めていた。今回の任命を受けて、正式に

検事総長に就任したことになる。 

 

Larry Devoe 新検事総長は、マドゥロ政権下で様々な人権関連の役職を歴任し

てきたが、政治の表舞台に立ったのは今回が初めて。 

報道によると、Larry Devoe 新検事総長は、ロドリゲス暫定政権と関係が近い

人物で、検察が政府と独立していないと懸念されている。 

 

なお、カナダ政府は２０１９年４月に Larry Devoe 新検事総長（当時は国家人

権評議会の役員）へ個人制裁を科しており、この制裁は現在も有効となってい

る（「ベネズエラ・トゥデイ No.279」）。 

 

 

POINT 

 
 
 

国会 鉱物法を改定。 

 

今回の改定では投資を

促すには不十分との意

見も。 

 

国会 検事総長・人権

擁護官を任命。 

 

検事総長はロドリゲス

暫定大統領と関係が近

い人物で、検察と政府

の独立関係が成立して

いないとの批判あり。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/d00e4c9bacd4d3fad8e13c49d4973057.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/d00e4c9bacd4d3fad8e13c49d4973057.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/be045931624af02a879302db640659a8.pdf
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（２）野党陣営の動き ～暫定政権による抗議行動抑圧を非難～                 

 

ベネズエラでは、５月１日（労働の日）に大規模な給料改定が行われるのが

恒例で、国内では５月１日に向けて、給料改定、労働条件の改善を求める抗

議行動が拡大している。 

 

この抗議行動で治安部隊と抗議参加者間での衝突が散見されており、一部で

は拘束者も出ている。この状況を受けて、野党・人権団体らが暫定政権によ

る人権侵害を訴えている。 

 

なお、治安維持活動を管轄するディオスダード・カベジョ内務司法相は、治

安部隊と抗議参加者との衝突について、「暴力的な野党の過激派が意図的に衝

突を起こさせている」と主張しており、「人権侵害ではなく、犯罪者の取り締

まり」という従来の姿勢を崩していない。 

 

（３）外国の動き ～国際線の再開相次ぐ～                      

 

２０２５年１１月 「米国連邦航空局（FAA）」は、ベネズエラ空域に対して警

戒情報を発令。これを受けて、複数の国際航空会社がベネズエラ路線の運航を

停止していた（「ベネズエラ・トゥデイ No.1299」）。 

その後、２６年１月に FAA は警戒情報を解除（「ベネズエラ・トゥデイ

No.1325」）。 

 

警戒情報の解除を受けて、運航を停止していた航空会社がベネズエラ路線の再

開に向けた準備を始め、４月に入りポルトガルの「TAP Air」、スペインの「イ

ベリア航空」が運航を再開した。また、パナマの「Copa Airlines」も、４月に

入りパナマーバレンシア（カラボボ州）の運航を再開している（「ベネズエラ・

トゥデイ No.1353」「No.1354」）。 

 

他、米国の航空会社「American Airlines」は、４月３０日からマイアミ－カラ

カス間の運航を再開すると発表。実際には American Airlines の子会社 Envoy

が同路線を運航することになる。 

 

米国とベネズエラの外交関係の悪化を受けて、American Airlines は２０１９

年から同路線を停止しており、約７年ぶりの再開となる。 

 

POINT 

 
 
 

「労働の日」を前に労

働条件の改善を求める

抗議行動が増加。 

 

治安部隊と衝突してお

り、野党や人権団体が

政府による人権侵害を

批判。 

 

 

TAP Air、イベリア航空

がベネズエラ路線を再

開。Copa は地方（カラ

ボボ）路線を再開。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/900596db50f91232495df868f2369fc1.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3589dde9faea76eba498cdef02d513ca.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3589dde9faea76eba498cdef02d513ca.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/d00e4c9bacd4d3fad8e13c49d4973057.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/d00e4c9bacd4d3fad8e13c49d4973057.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/bbc566ffbac0dea06d25dd0eb9b42097.pdf
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（４）今週、来週の主なイベント                                         

 

４月９日 デルシー・ロドリゲス暫定大統領は、グレナダを訪問した（「ベネズエラ・トゥデイ No.1354」）。 

今回の外遊は、１月５日にロドリゲス暫定政権が発足して以降、初めての外遊となる。 

 

グレナダはマドゥロ政権時代からベネズエラと友好的な関係を築いており、政治的な複雑さはない。 

また、グレナダはベネズエラに近い小国で、経済規模も小さく特に大きな懸案事項もない。 

ロドリゲス暫定大統領は最初の外遊先として、無難な国を選んだと言えそうだ。 

 

なお、４月１９日はベネズエラの独立記念日だが、日曜になるため、４月２０日（月）が振替休日になる予定。 

 

 

 
 

表：　４月５日～４月１１日に起きた主なイベント

日付 内容

４月 ５日 日

６日 月 印Reliance　PDVSAから原油の直接購入を開始

７日 火

８日 水

９日 木 国会　鉱物法の改定案を承認

国会　検事総長・人権擁護官を任命

ロドリゲス暫定大統領初の外遊、外遊先はグレナダ

１０日 金

１１日 土

表：　４月１２日～４月１９日に予定されている主なイベント

日付 内容

４月 １２日 日

１３日 月

１４日 火

１５日 水

１６日 木

１７日 金

１８日 土

１９日 日 独立記念日　国民の祝日（２０日が振替休日になる見通し）

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/bbc566ffbac0dea06d25dd0eb9b42097.pdf
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（５）債券の元利不払い状況                                         

 

 

（出所）Av Security よりベネインベストメント作成

表：ベネズエラ債券の債務不履行額（４月１０日時点） （単位：１００万ドル）

種類 債券 利率 元本 利息 合計

国債１９ 19 年 10 月 13 日 7.75% 4/13 10/13 2,495 1,643.6 4,138.6

国債２４ 24 年 10 月 13 日 8.25% 4/13 10/13 2,495 1,749.6 4,244.6

国債２５ 25 年 4 月 21 日 7.65% 4/21 10/21 1,600 1,040.4 2,640.4

国債２６ 26 年 10 月 21 日 11.75% 4/21 10/21 3,000 2,996.3 5,996.3

国債２３ 23 年 7 月 5 日 9.00% 1/5 7/5 2,000 1,620.0 3,620.0

国債２８ 28 年 5 月 7 日 9.25% 5/7 11/7 2,000 1,572.5 3,572.5

国債１８ 18 年 12 月 1 日 7.00% 6/1 12/1 1,000 595.0 1,595.0

国債２０ 20 年 12 月 9 日 6.00% 6/9 12/9 1,500 720.0 2,220.0

国債３４ 34 年 1 月 13 日 9.38% 1/31 7/13 1,500 1,195.3 2,695.3

国債３１ 31 年 8 月 5 日 11.95% 2/5 8/5 4,200 4,266.2 8,466.2

国債１８ 18 年 8 月 15 日 13.63% 2/15 8/15 300 347.4 647.4

国債１８Ｆ 18 年 8 月 15 日 13.63% 2/15 8/15 752 870.9 1,622.9

国債２２ 22 年 8 月 23 日 12.75% 2/23 8/23 3,000 3,251.3 6,251.3

国債２７ 27 年 9 月 15 日 9.25% 3/15 9/15 4,000 3,145.0 7,145.0

国債３８ 38 年 3 月 31 日 7.00% 3/31 9/31 1,250 743.8 1,993.8

31,092 25,757.2 56,849.2

種類 債券 利率 元本 利息 合計

PDVSA２６ 26 年 11 月 15 日 6.00% 5/15 11/15 4,500 2,295 6,795.0

PDVSA２４ 24 年 5 月 16 日 6.00% 5/16 11/16 5,000 2,550 7,550.0

PDVSA２１ 21 年 11 月 17 日 9.00% 5/17 11/17 2,394 1,831 4,225.4

PDVSA３５ 35 年 5 月 17 日 9.75% 5/17 11/17 3,000 2,486 5,486.3

PDVSA２２O 22 年 2 月 17 日 12.75% 2/17 8/17 3,000 3,443 6,442.5

PDVSA２７ 27 年 4 月 12 日 5.38% 4/12 10/12 3,000 1,451 4,451.3

PDVSA３７ 37 年 4 月 12 日 9.75% 4/12 10/12 1,500 1,316 2,816.3

PDVSA２２ 22 年 10 月 28 日 6.00% 4/28 10/28 3,000 1,620 4,620.0

PDVSA２０ 20 年 10 月 27 日 8.50% 4/27 10/27 1,684 1,288 2,971.9

27,078 18,280.8 45,358.6

18 年 4 月 10 日 8.50% 4/10 10/10 650.0 442.0 1,092.0

650.0 442.0 1,092.0

58,820 44,480 103,300

各年利払日

電力債１８

満期

合計

P

D

V

S

A

債

グレースピリオド満了未払

グレースピリオド満了未払

グレースピリオド満了未払

満期 各年利払日

国

債
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２．２５年第４四半期 製造業アンケート調査（生産状況編）                     

 

今回は、ベネズエラ国内の製造業で構成される経済団体「Conindustria」が

加盟企業に対して実施したアンケート調査（２０２５年第４四半期＝２５年

Q４）の結果について紹介したい。 

 

同調査の回答社数は１６０社。 

業種は１２（「食品」「飲料」「繊維・皮革」「木材・紙」「化学品」「医薬品」

「ゴム・プラスチック」「非金属」「金属」「機械・設備」「自動車・同部品」

「その他」）に分類される。 

 

最初に２０２５年 Q４の生産量増減率について確認したい。 

 

２５年 Q４の生産量増減率は前年同期比９．５％増。１０月は同８．９％

増、１１月は同５．１％増、１２月は同１５．３％増と製造業は好調が続い

たと言える。 

 

２５年 Q１の生産量増減率は前年同期比６．８％増、Q２は同０．１％増、Q

３は同５．２％増だったので、Q４は２５年で最も増加率が高かったことに

なる。 

 

２５年１月にトランプ政権が発足し、ベネズエラ方針を硬化させたことで、

経済の先行きに不透明感が増した。しかし、製造業について言えば制裁下で

も比較的良いパフォーマンスを示していたと言える。 

ただし、生産量増減率を業種別で見てみると、やや異なった結論が見えてく

る。 

 

   

POINT 

 
 
 

２０２５年 Q４の製造

業の生産状況について

確認。 

 

２５年 Q４の生産量は

前年同期比９．５％増。 

 

２５年通年の生産量は

前年比５．４％増。 
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下図は業種別の生産量増減率を示したグラフ。 

 

業種は、上から順に「食品」「飲料」「繊維・皮革」「木材・紙」「化学品」「医

薬品」「ゴム・プラスチック」「非金属」「金属・同製品」「機械・電化製品」

「自動車部品」と続く。 

 

２５年 Q４の期間で最も生産量が増加した業種は「医薬品」で前年同期比２

４．４％増。実際のところ、２５年 Q４の平均生産量増加率９．５％を超え

たのは「医薬品」のみで、その他の業種は全て９．５％を下回っている。 

 

「食品（同９．３％増）」「木材・紙（同７．５％増）」「繊維・皮革（同６．

８％増）」などは比較的好調と言える。 

 

しかし、「自動車部品（同７．２％減）」「非金属（同６．５％減）」「飲料（同

６．０％減）」など生産が低迷している業種も存在しており、業績の良しあし

は業種によって大きく異なる。 

 

 

POINT 

 
 

業種別では「医薬品」の

生産量が前年同期比２

４．４％増。 

「医薬品」が２５年 Q

４の生産量を押し上げ

た。 
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次に２０２５年通年の生産量増減率を業種別で確認したい。 

 

２０２５年の生産量増減率は平均で５．４％増だったが、前述の２５年 Q４の

結果と同じように、好不調は業種によって大きく異なる。 

 

まず特筆するべきは「医薬品」の好調さだろう。 

「医薬品」の生産量は前年比２７．０％増と他の業種を圧倒している。 

また、平均５．４％を上回っているのは「食品（同６．８％増）」「繊維・皮革

（同６．７％増）」のみ。 

 

他の業種は「非金属（同２．７％増）」を除いて、全て生産量は前年比マイナス

となっている。特に「機械・電化製品」については同２３．５％減と著しいマ

イナスとなった。 

 

ベネズエラ製造業の回復は「食品」「医薬品」「衣類」など生活必需品の購入を

中心とした回復で、生活必需品以外の財の需要は引き続き制限されていると理

解できる。 

 

POINT 

 
 
 

 

２５年通年の生産量で

も「医薬品」が前年比２

７％増と他の業種を大

きく引き離す。 
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特に食品の生産量について、詳細を示した調査結果があるので紹介したい。 

 

下グラフは、「食品」の分類に属する「食用油」「牛乳」「粉もの」「パン」「マカ

ロニ」「その他」の２０２５年生産量の前年比増減率を示したもの。 

 

特筆するべきは「マカロニ」。 

「マカロニ」の生産量は前年比５１．６％増と大きく増加しており、「マカロ

ニ」が食品分類の生産量を大きく引き上げていることが分かる。 

 

「マカロニ」以外では、「その他（同８．６％増）」「粉もの（６．８％増）」「食

用油（同２．９％増）」については、前年よりも生産量は増えている。 

「食品」で唯一生産量が落ちているのは「牛乳」で前年比２２．４％減と大き

く減少した。 

 

このように「食品」といっても、品目によってその好不調は異なるということ

だろう。 

 

 

 

 

POINT 

 
 

 

食品では「マカロニ」の

生産量が前年比５１．

６％増と大きく増加。 
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２５年 Q４の工場稼働率（Capacidad Utilizada）は、５２．７％。１９年以

降、工場稼働率は上昇傾向にあり、少なくとも過去６年間で今期は最も高い

数字となっている。 

 

業種別の工場稼働率は次ページの通り。 

「機械・電化製品」が６３％と最も高いが、生産量は前年同期比で２３．

５％減という不思議な状況になっている。 

 

他、工場稼働率が比較的高い業種は、「非金属」が６１％、「食品」が５

９％、「衣類・皮革」が５４％。これら３業種は生産量も前年同期比でプラス

になっている。 

 

なお、生産量の増加が著しい「医薬品」の稼働率は５２％と平均をやや下回

った。別の見方をすれば、医薬品分野はまだ生産拡大の余地が十分にあると

いうことだろう。 

 

 

 

 

POINT 

 
 

２５年 Q４の平均工場

稼働率は５２．７％。 

 

過去６年間で最も高い

水準。 
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また、以下は他国の製造業団体が行っている２５年 Q３（緑色）と Q４（青色）

の平均工場稼働率を比較したもの。 

 

ベネズエラの工場稼働率は２５年 Q３、Q４ともにブラジル、コロンビア、ア

ルゼンチン、ペルーと比べて低い。とはいえ、制裁緩和が進む中、ベネズエラ

経済の先行きは明るい。将来アルゼンチン、ペルーを超える可能性はある。 

 

 

 

POINT 

 
 

 

工場稼働率は回復傾向

にあるものの、南米主

要国と比較するとまだ

低水準。 
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２５年 Q４時点で「生産を阻害する要因」として回答が最も多かったのは「過

度な税金／準税金」で、６６％が問題があると認識している。 

 

次いで、「為替レート差」が６４％、「外貨不足」が６１％、「融資不足」が５

０％、「マクロ経済（インフレ・デバリ）」が４７％、「国内需要の低迷」が３

５％と続いた。 

 

前年同期（２４年Ｑ４）との比較でみると、「マクロ経済（インフレ・デバリ）」

を問題と認識する意見が７４％→４７％と大きく減少した。 

 

逆に生産阻害要因との回答が増えた項目は「過度な税金／準税金」で５６％→

６６％と増加。「融資不足」が４９％→５０％と微増した。 

 

総じていえば、ベネズエラの製造業は回復の兆しは見えているが、生産が増え

ているのは「食品」「医薬品」など生活必需品が中心。 

工場稼働率は回復傾向にあるものの「金属・同製品」「木材・紙」などの稼働率

はかなり低い。生産阻害要因として、「マクロ経済」、「国内需要の低迷」を挙

げる回答は減少しており足元の経済状況は良好だが、過度な税金が生産拡大の

課題となっているという状況だろう。 

 

POINT 

 
 

 

生産阻害要因として最

も回答が多かったのは

「 過 度 な 税 金 ／ 準 税

金」で、６６％が問題と

回答。 
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３．２５年第４四半期 製造業アンケート調査（給料編）                     

 

以下では、Conindustria のアンケート調査より、製造業の給料支払いについ

て紹介したい。 

 

下グラフは２０２１年 Q１～２５年 Q４までの労働者（一般作業員、技術

職・専門職、管理職含む）への給料支払い額の推移。 

 

給料調査を開始した２１年 Q１以来、製造業の平均給料支払い額は上昇傾向

が続いており、２５年 Q４の月額５０３ドルは２１年 Q１当時と比べると３

倍超となった。 

 

前述の生産阻害要因では、「マクロ経済」「国内需要の低迷」を問題視する回

答が減少しており、給料水準の上昇と、それに伴う購買力の回復が一因とな

っていると思われる。 

 

ただし、繰り返しになるが、その需要は生活必需品である「食品」「医薬品」

などに偏っている状況と言える。 

 

POINT 

 
 

 

２５年 Q４の平均給料

は月額５０３ドル。 

 

２１年 Q１の調査開始

以来、過去最高に。 
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下のグラフは、「一般作業員（Obrero y Operador）」、「技術職・専門職

（Profesional y Tecnico）」、「管理職（Gerente）」に分けた給料支払い額。 

 

また、「大企業（GRAN EMPRESA）」「中規模企業（MEDIANA EMPRESA）」

「小規模企業（PEQUEÑA EMPRESA）」の企業規模別の給料支払い額も記載

している。 

 

企業規模を問わない全体の平均では、「一般作業員」の平均給料は月額２７０

ドル、「技術職・専門職」は同５３７ドル、「管理職」は同１１３８ドル。 

 

企業規模別でみると、企業規模が大きいほど平均給料が高くなる傾向にあ

る。「大企業」については、「一般作業員」の平均給料は月額４３７ドル、「技

術職・専門職」は同７５９ドル、「管理職」は同１４７６ドルだった。 

 

なお、ベネズエラの物価調査を行っている団体「Cendas-FVM」によると、２

６年１月の基礎食糧費（５人家族が通常の食事を摂るために必要な食費）は月

額６７７ドル（「ベネズエラ・トゥデイ No.1339」）。給料は増加傾向にあると

は言え、１人の労働では家族の食事代を賄うことも難しいのが現状である。 

 

 

POINT 

 
 

 

役職別の平均給料 

 

一般作業員：２７０㌦ 

専門職：５３７㌦ 

管理職：１１３８㌦ 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9dc542d49d128bca54b7bbb0e3ed115c.pdf
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４．ベネズエラ債券・経済指標の増減（４月１０日時点）       

（出所）Avsecurity、ベネズエラ中央銀行、 

Exchange Monitor 

解説 

 
 

先週のベネズエラ債は先週比

マイナスとなったが、今週は

PDVSA２０を除きプラスに転

じた。 

 

今週、IMF が加盟国に対し

て、ロドリゲス暫定政権をベ

ネズエラ政府と認識するかの

協議プロセスを開始したと報

じられた（「ベネズエラ・トゥ

デイ No.1355」）。 

 

「カントリーリスク・レポー

ト No.449」（２．IMF ベネズ

エラ支援の準備進める）でも

触れたが、IMF は着実にベネ

ズエラの債務再編を支援する

準備をはじめている。 

 

ベネズエラ中央銀行も長年更

新を停止していた経済統計

（国際収支、GDP など）の公

表を始めており、暫定政権も

支援の下地を作っている。 

 

具体的な時期は不明だが、今

のスピード感で物事が進むの

であれば、債務再編交渉が年

内に始まる可能性もありそう

だ。 

以上 

2018-I 13.625 2018/8/15 51.05 52.85 51.95 2.06
2018-II 13.625 2018/8/15 50.95 52.45 51.70 0.93

2018 7 2018/12/1 38.85 40.30 39.58 2.59
2019 7.75 2019/10/13 41.50 42.80 42.15 3.31
2020 6 2020/12/9 38.70 40.15 39.43 3.14
2022 12.75 2022/8/23 51.45 52.85 52.15 3.63
2023 9 2023/7/5 45.50 46.85 46.18 3.36
2024 8.25 2024/10/13 44.00 45.30 44.65 4.51
2025 7.65 2025/4/21 43.05 44.40 43.73 4.42
2026 11.75 2026/10/21 52.15 53.10 52.63 3.09
2027 9.25 2027/9/15 48.70 49.90 49.30 4.01
2028 9.25 2028/5/7 46.65 47.60 47.13 3.46
2031 11.95 2031/8/5 52.25 53.25 52.75 3.38
2034 9.375 2034/1/13 47.80 49.05 48.43 4.31
2038 7 2038/3/31 42.10 43.20 42.65 4.34

8.5 2018/4/10 31.45 32.75 32.10 1.18

利率
％

2020 8.5 2020/10/27 102.40 103.65 103.03 △ 0.12
2021 9 2021/11/17 40.50 41.45 40.98 6.98
2022 12.75 2022/2/17 47.70 48.55 48.13 5.54

2022(N) 6 2022/10/28 31.75 32.70 32.23 6.09
2024 6 2024/5/16 36.45 37.25 36.85 7.75
2026 6 2026/11/15 36.05 36.85 36.45 5.96
2027 5.375 2027/4/12 35.20 36.00 35.60 7.07
2035 9.75 2035/5/17 43.75 44.30 44.03 6.28
2037 5.5 2037/4/12 35.05 36.00 35.53 5.81

百万ドル
13,583

ボリ／ドル
両替テーブル 477.15
並行レート(Binance） 631.74

先週比

先週比

平均

ASK 平均

P
D
V
S
A

国
債

電力債   2018

ASK利率銘柄

満期 BID

満期 BID

△ 0.47

先週比

先週比為替レート

△ 0.90

0.65

外貨準備

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/169b15f861578c7715fa430a583dc540.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/169b15f861578c7715fa430a583dc540.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/86096236dc2dee3b5ea6f98871d5f618.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/86096236dc2dee3b5ea6f98871d5f618.pdf

